
                                     資料 １ 

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                               平成１９年６月１３日  

 

 

 

日本空港無線サービス株式会社所属 
特定無線局の包括免許について 

（平成１９年６月１３日 諮問第２０号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （三井課長補佐、中島係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省総合通信基盤局衛星移動通信課 

                         （梶原課長補佐、馬場航空係長） 

                         電話：０３－５２５３－５９０２ 
 



日本空港無線サービス株式会社所属特定無線局の包括免許について 

諮問第２０号説明資料 

 

１ 概要  

アナログ空港無線通信システムは、空港における重要な通信システムとして、平成２

年６月より成田国際空港をはじめ、国内の空港に順次導入され、活用されている。 

一方、近年の航空輸送量の増加による空港業務の増大により、無線通信の需要も増加

していることから、周波数の利用効率が優れ、データ伝送が可能なデジタル空港無線通

信システムが、東京国際空港、成田国際空港、中部国際空港及び関西国際空港に導入さ

れている。 

本件は、当該デジタルシステムが那覇空港に導入されることに伴い、同空港内及びそ

の周辺で利用される陸上移動局の包括免許について諮問を行うものである。 

 

２ 申請内容  

申請者 日本空港無線サービス株式会社 

無線局の目的 電気通信業務用 

開設を必要と 

する理由 

申請者は那覇空港内及びその周辺において、アナログ空港無線通

信システムを提供しているが、電波の有効利用や通信の高度化に対

応するため、デジタル空港無線通信システムの導入を希望するもの

である。 

通信の相手方 免許人所属の基地局 

電波の型式、希 

望する周波数の 

範囲等 

24K3 G1D,G1E,G7W 

415.525MHz から 416.975MHz までの 25kHz 間隔の周波数 59 波 

2 W 

最大運用数 620 局 

運用開始の 

予定期日 
免許の日 

 

３ 申請の審査  

電波法第 27 条の４各号の規定である、 

ア 周波数の割当ての可能性（周波数割当計画上当該無線局用に 415.5MHz から

417.0MHz が割当可能とされており、希望する周波数はその範囲内である。） 

イ 特定無線局の開設の根本基準への適合性 

を審査した結果、いずれも適合していると認められる。 
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                                     資料 ２ 

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                               平成１９年６月１３日  

 

 

 

放送普及基本計画の一部変更案について 

（平成１９年６月１３日 諮問第２１号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （三井課長補佐、中島係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省情報通信政策局衛星放送課国際放送推進室 

                         （大角室長補佐、山口） 

                         電話：０３－５２５３－５７９８ 
 



 

諮問第２１号説明資料 

 

放送普及基本計画の一部変更案について 
 

 

１ 変更の背景  

 

近年、諸外国においては、対外情報発信力の強化のため、テレビ国際放送を拡充

する動きが加速している。一方、ラジオ国際放送については、テレビ、インターネ

ット等の普及により、短波ラジオへの需要が低下した地域が存在していることから、

その効率的な実施が求められるところである。 

このため、メディア環境の変化に柔軟に対応し、資源の効率的な投入を図るため、

今般、放送普及基本計画の関連部分を変更することとした。 

 

２ 変更の概要  

放送普及基本計画（昭和６３年郵政省告示第６６０号）の第２の４の（１）について、放

送の区分から「一般放送」及び「地域放送」の区分を廃止する。 
 

【変更前】 
４ 国際放送に関する放送の区分毎の放送対象地域及び放送対象地域ごとの放送系
の数の目標 
(1) 国際放送 

放送の区分 放送対象地域 放送系の数の目標 
 

一般放送 外国の全区域 協会の放送 

地域放送 総務大臣が別に定め
る外国の各区域 

放送対象地域ごとに１

 
【変更後】 
４ 国際放送に関する放送の区分毎の放送対象地域及び放送対象地域ごとの放送系
の数の目標 
(1) 国際放送 

放送の区分 放送対象地域 放送系の数の目標 
 

協会の放送 総務大臣が別に定め
る外国の各区域 

放送対象地域ごとに１

 

３ 施行期日 

  平成１９年１０月１日（予定） 
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NHKラジオ国際放送の区分の廃止

現状と問題点

○ 現状は一般放送と地域放送の二本立て

・ 一般放送・・・全世界向けの同内容放送（日本語及び英語）
・ 地域放送・・・各地域向けの個別内容放送（21の地域言語）

○ 一般放送のうち、北米・ハワイ・欧州向け日本語放送は聴取者が激減（※１）、需要が低
下していることから、平成19年度後半より廃止の方向（※２）。

「一般放送」と「地域放送」の区分の廃止。（放送法施行規則等を改正・変更）

短波放送が有効な地域へのサービス、更にはテレビ国際放送への資源の効率的な投入を
図る

※１ 海外の邦人からの投書数は約１０年間で概ね２０分の１に減少。
※２ 平成19年度NHK予算で反映済み。なお、アジア方面を含むその他の地域へのサービスは継続。

別紙１

２



 

変 更 案 現   行 

第２ 放送の区分ごとの放送対象地域及び放送対象地域ごとの放送系の数（受
託国内放送に係る放送対象地域にあっては、放送系により放送することの
できる放送番組の数）の目標 

 
１～３（略） 
 
４ 国際放送に関する放送の区分毎の放送対象地域及び放送対象地域ごと
の放送系の数の目標 
 
(1) 国際放送 

放送の区分 放送対象地域 放送系の数の目標 
 

協会の放送 総務大臣が別に定
める外国の各区域 

放送対象地域ごとに
１ 

 
 
 

(2) (略) 

第２ 放送の区分ごとの放送対象地域及び放送対象地域ごとの放送系の数（受
託国内放送に係る放送対象地域にあっては、放送系により放送することの
できる放送番組の数）の目標 

 
１～３（同上） 
 
４ 国際放送に関する放送の区分毎の放送対象地域及び放送対象地域ごと
の放送系の数の目標 
 
(1) 国際放送 

放送の区分 放送対象地域 放送系の数の目標 
 

一般放送 外国の全区域 
 

協会の放送 

地域放送 総務大臣が別に定
める外国の各区域 
 

放送対象地域ごと
に１ 

 
  (2) (同上) 
 

 

 

○ 放 送 普 及 基 本 計 画 （ 昭 和 六 十 三 年 郵 政 省 告 示 第 六 百 六 十 号 ） （ 傍 線 部 分 は 変 更 部 分 ） 

別
紙

２

３
 



○ 放 送 法 施 行 規 則 （ 昭 和 二 十 五 年 六 月 三 十 日 電 波 監 理 委 員 会 規 則 第 十 号 ）                        （ 傍 線 部 分 は 改 正 部 分 ） 

 

 

 

改 正 案 現   行 

 

別 表 第 一 号 （ 第 一 条 の 二 関 係 ） 

一 ～ 十 四 （ 略 ） 

十 五 国 際 放 送 

   協 会 の 放 送 

   

  

十 六 ～ 十 八 （ 略 ） 

（ 注 ） 

一 ～ 十 六 （ 略 ） 

  

 

 

 

十 七 （ 略 ） 

 

別 表 第 二 号 ～ 別 表 第 十 九 号 （ 略 ） 

 

 

別 表 第 一 号 （ 第 一 条 の 二 関 係 ） 

一 ～ 十 四 （ 同 上 ） 

十 五 国 際 放 送 

    協 会 の 放 送 

    ア 一 般 放 送 

    イ 地 域 放 送 

十 六 ～ 十 八 （ 同 上 ） 

（ 注 ） 

一 ～ 十 六 （ 同 上 ） 

十 七 こ の 表 に お い て 、 「 一 般 放 送 」 と は 、 外 国 の 全 区 域 に お け る 需 要 に こ た

え る た め の 放 送 を い う 。 

十 八 こ の 表 に お い て 、 「 地 域 放 送 」 と は 、 外 国 の 一 部 の 区 域 に お け る 需 要 に

こ た え る た め の 放 送 を い う 。 

  十 九 （ 同 上 ） 

 

別 表 第 二 号 ～ 別 表 第 十 九 号 （ 同 上 ） 

 

参
考
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                                     資料 ３ 

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                               平成１９年６月１３日  

 

 

 

日本放送協会の中継国際放送に関する協定の廃止及び変更の認可について 

（平成１９年６月１３日 諮問第２２号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （三井課長補佐、中島係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省情報通信政策局衛星放送課国際放送推進室 

                         （大角室長補佐、山口） 

                         電話：０３－５２５３－５７９８ 
 



 

諮問第２２号説明資料

日本放送協会の中継国際放送に関する協定の 

廃止及び変更の認可について 

 
１ 申請の概要 

 ＜イギリス放送協会との間の協定の廃止＞ 

日本放送協会（以下「ＮＨＫ」という。）は、イギリス放送協会（以下「ＢＢＣ」

という。）との間で締結している中継国際放送に関する協定を廃止するため、放送法

（昭和２５年法律第１３２号）第３３条第３項において準用する同法第９条第７項の

規定に基づき、総務大臣に対して認可を申請。 

送信所 シンガポール・クランジ送信所 

放送区域 インドシナ半島 

送信時間 １日 ８時間００分 

送信所 英領アセンション島・アセンション送信所 

放送区域 アフリカ（中部及び西部） 

送信時間 １日 ２時間００分 

ＢＢＣ側 

放送時間合計 １日１０時間００分 

送信所 八俣送信所 

放送区域 アジア大陸 

ＮＨＫ側 

放送時間 １日１０時間００分 

 

＜カナダ放送協会との間の協定の変更＞ 

ＮＨＫは、カナダ放送協会（以下「ＣＢＣ」という。）との間で締結している中継

国際放送に関する協定を変更するため、放送法（昭和２５年法律第１３２号）第９条

第７項及び同法第３３条第３項において準用する同法第９条第７項の規定に基づき、

総務大臣に対して認可を申請。 

【現行】 

送信所 カナダ・サックビル送信所 

放送区域 北米（東部・中部及び西部） 

ＣＢＣ側 

送信時間 １日 ６時間００分 

送信所 八俣送信所 

放送区域 東南アジア、東アジア、シベリア、インドシナ半島 

ＮＨＫ側 

放送時間 １日 ６時間００分 

【変更後】 

送信所 カナダ・サックビル送信所 

放送区域 中米 

ＣＢＣ側 

送信時間 １日 ２時間００分 

送信所 八俣送信所 

放送区域 東南アジア、東アジア、インドシナ半島 

ＮＨＫ側 

放送時間 １日 ２時間００分 

 

１



 

２ 協定の廃止及び変更を必要とする理由 

  これら協定は、ラジオ国際放送の受信環境改善を図るため、ＮＨＫがＢＢＣ及びＣ

ＢＣとの間で締結しているものであるが、今般、以下の理由により協定の廃止及び変

更が必要となった。 

（１）ＮＨＫにおいては、効率的で効果的なラジオ国際放送の実施のため、その放送

が有効な地域に向けてサービスの重点を移す予定であるが、送信地域、時間等の

見直しを検討した結果、海外中継局からの送信の一部を廃止する必要があり、こ

れら協定の継続は困難。 

（２）ＮＨＫが使用する八俣送信所設備の老朽化に伴う更新等の経費を節減するため、

送信設備を縮小する予定であり、これら協定による中継国際放送の廃止及び縮小

が必要。 

 

３ 協定の廃止及び変更の認可 

 本年１０月より、日本語及び英語による放送時間が減少することとなるが、テレビ

国際放送等の代替手段が確保されている地域等、ラジオ国際放送への需要が低下した

地域への放送について放送時間等を見直すものであるとともに、これら協定の廃止及

び変更後も放送の一部については、借用中継により継続される予定であることから、

影響はほとんどないものと想定される。 

また、日本語及び英語以外の言語による放送については、協定廃止後も借用中継に

より、同様の放送が継続される予定であり、協定の廃止による影響はまったく想定さ

れない。 

 このようなことから、放送法第３３条に基づく命令による国際放送の実施を含め、

国際放送の実施に支障はなく、これら協定の廃止及び変更は適当であると認められる。 
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ギアナ中継局

（仏領ギアナ）
⑨

ボネール中継局

（蘭領ボネール島）
⑧

シンガポール中継局

（シンガポール）
⑥

スリランカ中継局

（スリランカ）
⑤

アセンション中継局
（英領アセンション島）

②

ガボン中継局

（ガボン共和国）
③

カナダ中継局

（カナダ）
⑦

ダバヤ中継局

（ＵＡＥ）
④

イギリス中継局

（英国）
①

国際放送の概要国際放送の概要

●
●

●

●
●

●

●

●

●
●

八俣送信所
（茨城県古河市）

⑦カナダ
中継局（ｶﾅﾀﾞ）

⑧ボネール中継局
（蘭領ﾎﾞﾈｰﾙ島）

⑥シンガポール
中継局
（ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ）

⑤スリランカ
中継局
（ｽﾘﾗﾝｶ）

③ガボン
中継局
（ｶﾞﾎﾞﾝ共和国）

④ダバヤ中継局
（ＵＡＥ）

②アセンション
中継局
（英領ｱｾﾝｼｮﾝ島）

①イギリス中継局

中継局から送信●

● 日本から送信

⑨ギアナ中継局
（仏領ｷﾞｱﾅ）

・放送時間 １日延べ６５時間
・予算規模 ８０億円（平成１９年度予算額）
・実施形態 ＮＨＫは、自主放送と併せ、放送法第３３条に基づく総務大臣による命令放送を「ＮＨＫワールド・ラジオ日本」として

放送。命令放送に係る費用については、放送法第３５条に基づき国が負担（平成１９年度予算額 ２２億円）。
・使用言語 ２２言語
・放送区域 地域向け（１７区域）、一般向け（全区域）
・送信施設 国内送信所（八俣送信所）１か所、海外中継局９か所
・聴取方法 短波ラジオにより聴取可能。推計約１２００万人が聴取（平成１５年度調査）。

３



交換中継と借用中継交換中継と借用中継

交換中継

借用中継

海外事業者の国際放送

◎送信に要する費用はＮＨＫが負担

ＮＨＫの送信設備
〔ＫＤＤＩ八俣送信所〕

現地までは、海底ケーブル・衛星回線等に
より番組を伝送

ＮＨＫの送信設備
〔ＫＤＤＩ八俣送信所〕

海外事業者の
送信設備

海外事業者の
送信設備

◎送信に要する費用はＮＨＫが負担

◎送信に要する費用は海外事業者が負担

ＮＨＫの国際放送 ＮＨＫの国際放送

相手側の放送番組を
それぞれ同時間ずつ放送

海外事業者の国際放送

ＮＨＫの国際放送 ＮＨＫの国際放送

★海外事業者の
放送は行わない

４

現地までは、海底ケーブル・衛星回線等に
より番組を伝送



中継国際放送開始の経緯

外務省、郵政省（当時）及びＮＨＫによる調査団がＣＢＣサックビル送信所等の現地
調査を実施。

昭和６０年

改正放送法成立。昭和６２年 ６月

唐沢郵政大臣（当時）がカナダ、米国、西ドイツ等を歴訪した際、訪問先の国から日
本の施設から中継放送を行いたいとの要望あり。

昭和６２年 １月

放送法改正法案を国会に提出。昭和６２年

借用中継により、ガボン中継局からの送信を拡大（１日４時間、南米向け）。昭和６２年 ４月

借用中継により、ガボン中継局からの送信を開始（１日６時間、欧州・中東・北アフリ
カ向け）。

昭和５９年 ４月

八俣送信所の施設整備を開始。昭和５９年

ＮＨＫとＣＢＣとの間で交換中継協定を締結。昭和６３年 ４月

ＣＢＣのサックビル送信所を借用して中継放送を開始したが、その交渉過程におい
て、ＣＢＣ側より交換中継を行いたいとの要望あり。（中継国際放送が制度化された
昭和６２年当時、海外においては、既にＣＢＣとＤＷとの間、ＣＢＣとＢＢＣとの間等で
交換中継を実施。）

昭和６１年１０月

借用中継により、ポルトガルのシネス中継局からの送信を開始（１日１時間、欧州・
中東向け、昭和６１年３月廃止）。

昭和５４年１０月

経 緯年 月

ＢＢＣ：British Broadcasting Corporation （イギリス放送協会）
ＣＢＣ：Canadian Broadcasting Corporation（カナダ放送協会）
ＤＷ：Deutsche Welle（ドイチェ・ヴェレ）

５



・１９９９年、ドイツ語の放送を廃止。
・２００１年、北米及び大洋州向け放送を廃止。
・２００５年から２００６年にかけて１０言語の放送を廃止。
・２００７年、中国語の報道番組以外の放送の廃止を表明。

各国放送機関における短波国際放送廃止の動き

ＢＢＣ

その他

ＶＯＡ

Ｄ Ｗ

・１９９７年、イタリア語、オランダ語、デンマーク語、ノルウェー語の放送を廃止。
・１９９９年、日本語の放送を廃止。
・２００３年、北米及びニュージーランド向けの英語の放送を廃止。
・２００６年、北米向けのドイツ語の放送を廃止。

・２００８年度予算案において、１２言語の放送を廃止する方針を発表。

・２００６年、フィンランド放送会社は全ての放送を廃止。

６



○ 放送法（抜粋） 
 

（業務） 

第九条 協会は、第七条の目的を達成するため、次の業務を行う。 

一 次に掲げる放送による国内放送を行うこと。 

イ 中波放送 

ロ 超短波放送 

ハ テレビジョン放送 

二 テレビジョン放送による委託放送業務（受託国内放送をする無線局の免許を受

けた者に委託して放送番組を放送させるものに限る。以下「委託国内放送業務」と

いう。）を行うこと。 

三 放送及びその受信の進歩発達に必要な調査研究を行うこと。 

四 国際放送及び委託協会国際放送業務を行うこと。 

２ 協会は、前項の業務のほか、第七条の目的を達成するため、次の業務を行うこと

ができる。 

一 前項第四号の国際放送の放送番組の外国における送信を外国放送事業者に委託

する場合に必要と認めるときにおいて、当該外国放送事業者との間の協定に基づき

その者に係る中継国際放送を行うこと。 

二 前項の業務に附帯する業務を行うこと。 

三 放送番組及びその編集上必要な資料を外国放送事業者又は外国有線放送事業者

（外国において有線放送（公衆によつて直接受信されることを目的とする有線電気

通信の送信をいう。）の事業を行う者をいう。以下同じ。）に提供すること。 

四 多重放送を行おうとする者に放送設備を賃貸すること。 

五 委託により、放送及びその受信の進歩発達に寄与する調査研究、放送設備の設

計その他の技術援助並びに放送に従事する者の養成を行うこと。 

六 前各号に掲げるもののほか、放送及びその受信の進歩発達に特に必要な業務を

行うこと。 

３～６ （略） 

７ 第二項第一号の協定は、中継国際放送に係る放送区域、放送時間その他総務省令

で定める放送設備に関する事項を内容とするものとし、協会は、当該協定を締結し、

又は変更しようとするときは、総務大臣の認可を受けなければならない。 

８～９ （略） 

 

（国際放送等の実施の命令等） 

第三十三条 総務大臣は、協会に対し、放送区域、放送事項その他必要な事項を指定

して国際放送を行うべきことを命じ、又は委託して放送をさせる区域、委託放送事

項その他必要な事項を指定して委託協会国際放送業務を行うべきことを命ずること

ができる。 

２ 協会は、前項の国際放送の放送番組の外国における送信を外国放送事業者に委託

する場合において、必要と認めるときは、当該外国放送事業者との間の協定に基づ

きその者に係る中継国際放送を行うことができる。 

３ 第九条第七項の規定は、前項の協定に準用する。この場合において、同条第七項

中「又は変更し」とあるのは、「変更し、又は廃止し」と読み替えるものとする。 

 

 

７



（電波監理審議会への諮問） 

第五十三条の十 総務大臣は、次に掲げる場合には、電波監理審議会に諮問しなけれ

ばならない。 

一 第二条の二第一項又は第四項の規定により放送普及基本計画を定め、又は変更

しようとするとき。 

二 第九条第七項（第三十三条第三項において準用する場合を含む。）（中継国際

放送の協定の認可）、同条第八項（任意的業務の認可）、第九条の二（宇宙開発事

業団等への出資の認可）、第九条の四第一項（委託国内放送業務及び委託協会国際

放送業務に関する認定）、第十一条第二項（定款変更の認可）、第三十二条第二項

及び第三項（受信料免除の基準及び受信契約条項の認可）、第三十三条第一項（国

際放送等の実施の命令）、第三十四条第一項（放送に関する研究の実施命令）、第

三十七条の二第一項（収支予算等の認可）、第四十三条第一項（同条第三項におい

て準用する場合を含む。）（放送等の廃止又は休止の認可）、第四十七条（放送設

備の譲渡等の認可）、第五十条の三第一項（同条第三項において準用する場合を含

む。）（放送等の廃止又は休止の許可）、第五十二条の四第一項（有料放送の役務

の料金の認可）、同条第四項（有料放送の役務の契約約款の認可）、第五十二条の

七（有料放送の役務の料金又は契約約款の変更認可申請命令及び変更命令）、第五

十二条の十一（受託放送役務の提供条件の変更命令）、第五十二条の十三第一項

（委託放送業務に関する認定）、第五十二条の十七第一項（第九条の四第二項にお

いて準用する場合を含む。）（委託放送事項の変更の許可）又は第五十三条第一項

（センターの指定）の規定による処分をしようとするとき。 

三～六 （略） 

２ 前項各号（第五号を除く。）の事項のうち、電波監理審議会が軽微なものと認め

るものについては、総務大臣は、電波監理審議会に諮問しないで措置することがで

きる。 

 

８



平成１９年電波監理審議会開催日程 

１月１０日（水） 

２月 ７日（水）１３：００～ 

３月１４日（水） 

４月１１日（水） 

５月１６日（水） 

６月１３日（水） 

７月１１日（水） 

９月１２日（水） 

１０月 ３日（水） 

１１月１４日（水） 

１２月１２日（水） 

※１ 開催時間は、２月を除き、原則、１５時開始。 
※２ 開催場所は、原則、１００２会議室（１０階） 
※３ 審議会は、８月は開催しない。 

     

参 考 配 布 

（連絡先）総合通信基盤局総務課 
     三井課長補佐、中島係長 
     電話：０３－５２５３－５８２９ 

平成１８年１２月１３日 

（平成１９年６月１３日差替え配布）
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